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すでに繰り返し指摘してきたように，ビジネス倫理学は現代社会のなかでの企業の在り方を
モラル的観点から再検討するという問題意識のもとで生じ確立してきた学問である。したがっ
て，現在では様々な文献において「倫理的」ないしは「モラル的」いう形容詞が付いたコトパ
(概念)が多量に用いられるようになったが，モラル的経営管理とは何なのか，モラル的企業
とはどのような存在なのか， と問われた場合，そのような問いに具体的なイメージをもって答
えられるまでその概念は検討されてきていないしまた具体的な内容を与えられていないように
思われる。
これは，ある意味では，当然なことであり，モラル的企業の具体的なイメージは様々なアプ
ローチからの検討を経てはじめて固まってくるものであろう。したがって，モラル的企業につ
いて，当初から，一定の「像J ができあがっているわけではない。しかしながら，そのような
作業(研究)の途中でも，ある程度の具体的な内容を与えられたモラル的企業「像J (モデル)
を想定しておくことは必要で、ある， と思われる。ヨリ正確に言えば，具体的な像の確立と理論
構築とのフィードパックを繰り返しながら研究を続けていくことが必要であり，重要なのであ
る。そして，このことは，ヨリ具体的なレベルの問題にアフ。ローチする場合に，特に，必要に
なってくるであろう。
だがビジネス倫理学に関する研究成果が相当蓄積されているはずのアメリカにおいても，そ
のようなモデルを積極的に提示している研究(文献)は少ないのが現実である。その意味で，
貴重な(というか珍しいというべきかは知らないが) Iモデル」として我々が知り得るのが， A
Caroll のそれである。彼は，モラル・マネジメントの在り方を，アモラル・マネジメント，イ
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ンモラル・マネジメントと比較して，モデル化し提示している。
(1) 
上で述べてきたことを考慮すると， A. Caroll のモデルを紹介しておくことは，今後の研究を
ヨリ実り多きものとしていくという点で，一定の意義があると思われる。
インモラル企業の「インモラル」とは「非倫理的」と同義であり， A. Caroll によれば，単に
倫理原則を欠いているだけでなく倫理的とみなされているものと反対の管理が行われているこ
とを自覚している (positive and active opposition to) 企業がインモラル企業である。従って，
このような企業では， í何が正しく何が間違っているのかj を周知のうえで経営が行われている，
と考えられる。以下，このインモラル企業の特徴を，いくつかの点に絞って挙げると，次のよ
うにまとめられる。
まず，第 1 に，経営者の動機は極めて利己的なものに根ざしている，
第 2 に，経営上の目的は，いかなる犠牲を払っても利潤をあげ組織的にも成功することであ
り，経営者は，公平に扱うべきであるというような他の要求を考慮、していない。
第 3 に，インモラル企業では，法律は自己の欲望を叶えるために克服しなければならない「障
害J としてみなされており，非倫理的活動だけでなく非合法な活動にも必要ならば従事する。
第 4 に，利益を得る機会を開拓すること一一これがインモラル企業の戦略であり，必要とな
ればいかなる手段でも取る。「いかなる決定をしていかなる行動を取れば，お金儲けができるの
か? J，がインモラル企業の行動指針である。
事例
テキサスの公益事業の為に原子力で動く工場を建設していた Brown & Root 社が，品質管理の
検査官を， 1982年に，解雇した。同社は翌年にも検査官を解雇した。
政府が収集した資料に拠れば，検察官はキチンと仕事を遂行していた。原子力規制委員会の調査
の結果，検査官は工場の欠陥に眼をつぶれという経営者の命令を聞かなかったために，解雇された，
ということが判明した。経営者は，工場の修理には予定外のコストがかかり工場の完成が大幅に遅
れるために，検察官に，欠陥を無視せよ，との命令を出していたのであった。
インモラル企業の対極に位置するのがモラル企業であり，そこでは，モラル基準に合致した
一一ー確かに普遍的な倫理規範がなにであるのかということは必ずしも常時「鏡の如く」明瞭で、
はないが，倫理的であろうという「自覚J (strive to be ethical)のもとで一一経営が行われ
ている。このようなモラル企業の特徴を，いくつかの点に絞って挙げると，次のようにまとめ
られる。
第 1 に，経営者の動機に関しては，彼らが健全な倫理規範(公平，正義)の範囲内で成功す
ることを志向するために，公平で、ありバランス感覚を有し非利己的である，と考えられる。
( 1) A. Carroll , Business & Socieちん 2 nd ed. , South Western , pp. 100-107. 
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第 2 に，組織目的は，順法精神に則りまた倫理基準に敏感に対応した状況のもとで，利潤を
求め続けることにある。
第 3 に，従って，法律は倫理的行動の最低限の基準であり，経営者は法律が定める水準以上
のレベルで行動するように努めている。
第 4 に，倫理的行動の範囲内で追求できる経済的機会だけを求めることがモラル企業の基本
戦略であり， íこの行動や決定は我々にとってそして関係するすべてのステイクホルダーにとっ
て公平なのか? J，が行動指針となる。
事例
モラル企業の例としてチェインソーのメーカーである McCulloch 社を挙げることができる。チ
ェインソーは危険な道具であり，毎年10万人前後の消費者が怪我をしている，との消費者製品安全
委員会の統計がある。だがチェインソー製造者団体は，その数字は「水増しJ されたものであると
して，強制的な安全基準を無視し，安全装置であるチェイン・ブレーキをオプションとして取り付
けた製品の販売に反対した。他方で，消費者はその製品の使用で怪我をする危険があることを知ら
されていなかった。
1975年からチェイン・ブレーキを取り付けた製品の販売してきた McCulloch 社は， 1978年に，
チェインソー製造者団体を脱退した。
アモラル (amoral)企業とは， Caroll によれば，インモラル企業とモラル企業の混血 (hybrid)
であり，概念的には両者の中間に存在するが，決して「連続体」の真ん中に位置するものでは
なく，むしろ手重を異にするものである。
Caroll によれば，このアモラル企業には，正確に言えば， 2 つのタイプのアモラル企業があ
る。第 1 のタイプは意図的なアモラル企業であり，経営者は，企業活動はモラル判断が適用で
きない分野である一一ビジネスには他とは異なるルールが適用されるーーと考えているために，
意思決定や行動にモル的要因を持ち込まないようにする。第 2 のタイプは意図せざるアモラル
企業である。このタイプの経営者は，前者と同じく，経営活動を倫理的な文脈の中で考えない
が，それは彼らの決定や行動が他人に対してネガティブな影響を与えるという事実に無関心な
ことの単なる結果にすぎない。彼らは，自分のしたことの何が倫理的次元を有しているのかを
考えずに，組織生活を過ごしているのである。
アモラル企業はいずれにしても利潤を目的としてみなしており，その追求と結びつかざるを
得ないようなモラル問題にも承知して (cognitively) 注意を払うことはない。
もしこの企業の経営者に倫理的ガイドがあるとすれば，それは(順法精神ではなく)法律の
文言で制約を受けた市場であり，このタイプの経営者は法律を企業活動が展開されるパラメー
タとみなしている。
過度な倫理的構造で経営者を制約するのではなく自由企業制度という信条のもとで自由に行
-41-
宮坂純一
図表 1 マネジメント倫理の 3 つのタイプ
インモラノレ・マネジメント アモラlレ・マネジメント モラル・マネジメント
マネジメントの意思決定・行 マネジメントはモラルでもイ マネジメント活動は倫理的行
動は，モラル(倫理的)なも ンモラルでもないが，その決 動基準に従う。一般的なプロ
倫理 のに対立する。意思決定はー 定や行動は倫理判断があては フェッショナル行動基準に従
規範 般的な倫理問題と一致しな まる。 う。倫理的リーダーシップが
い。モラル的なものを否定す 倫理的ないしはモラル意識に 常識である。
る。 欠ける。
利己的。マネジメントは自社 他人への影響を考慮していな 善。マネジメントは健全な倫
動機 の利益のみを考える。 い，という意味で，然るべく 理規範の範囲内でのみ成功を考えてはいるが，利己的であ 目指す。
る。
目標 万難を排して利益と組織の成 利潤。他の目的は考慮されて 法律及び倫理基準内での利功を目指す。 いない。 潤。
法基準はマネジメントが自己 法律は倫理的ガイドであり， 法律の文言だけでなくその精
法律へ の目的達成のために克服すべ 合法的に何ができるかが，最 神にも従う。法は最低限の基
の態度 き障害である。 大の問題となる。 準であり，それ以上のことを
目指す。
会社の利益のための機会を開 経営者を自由に働かせる。経 健全な倫理基準に従って生き
拓する。それが有益であると 営が必要と認めた場合にの る。倫理上のジレンマが生じ
戦略 判断したら，一直線に突き進 み，個人的な倫理を適用する。 た場合，倫理的リーダーシッ
む。 プを発揮する。啓発された利
己心。
」
動させることが戦略である。個人の倫理観が経営上の決定に意図せざる形で入り込むことがあ
るかもしれないが，そのことが経営の在り方を左右することはない。経営者の倫理的なメンタ
ルギアがニュートラルであること一一これがアモラル企業のスタイルであり， r我々はこの決定
や行動でお金を儲けることができるのか? J，が行動指針となる。
事例
第 3 世界に幼児向けの粉ミルク製品を販売した Nestle 社。同社の粉ミルクは不衛生な状況の下
で汚染された水で溶かれた為に，多数の母子が病気になり死亡した。これによって， Nestle 社の製
品は 7 年間ボイコットされた。
このようなケースに，現在，アルコール産業やタバコ産業が直面しつつある。「通常のJ 倫理規範
に拠れば，アルコールやタバコを製造・広告・販売する企業は「モラル的にj 責められることはな
いであろう。しかし，この業界が予想もしていなかった，アルコール中毒， (直接タバコを吸わない
人々の)肺ガン，等々の問題がでてきているために，企業の対応次第では，アモラル企業の「熔印」
を押される企業が続出する恐れがある。
我々がいま利用できるモデルは以上のものである。以下の章では，そのようなモデルを念頭
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に置きながら，企業の在り方をモラル的な方向に変える途はあるのか， もしあるとすればそれ
はどのような形で可能となるのか，を試論的に検討することにしたい。
2 現代企業をめぐるステイクホルダーの権利と義務
2-1 ステイクホルダーとは誰か一一一ステイクホルダーの特定
本稿の課題は，現代のビジネス倫理学で「決定的にj 重要な意味を持っているのは「権利ベ
ースの」考え方(モラル規範としての権利・義務)であることを考慮し，そして，社会契約論
のビジネス倫理学的「再」構築のなかで，ステイクホルダーの権利・義務の内容を明示するこ
とが「緊急の」課題となってきている， との認識のもとで，ステイクホルダーについて，現代
企業をめぐるステイクホルダーの権利(義務)の具体的な内容を試論的に整理することにある。
但しその前に， r誰が，ステイクホルダーなのかJ という問題に触れざるを得ないであろう。
ステイクホルダーは，通常， r主要なJ (primary) ステイクホルダーと「第二義的なJ (seconｭ
dary) ステイクホルダーに分類・提示されている。
例えば，ある文献では， r主要な」ステイクホルダーとして，
1.株主，
2. 従業員，
3. 債務者，
4. 供給業者，
5. 小売業者
6. 顧客
7 .競争相手の企業，
が挙げられており，他方で， r第二義的なj ステイクホルダーとして，
1.地域共同体，
2. 政府及ぴ地方自治体，
3. 外国政府，
4. 社会活動グループ(消費者団体，教会，環境保護団体) , 
5. メディア，
6. 一般大衆，
7 .ビジネス支持団体(商工会議所，シンクタンク) , 
が例示されている。
このような「区分j の基準は必ずしも明確なものではなく，上記の例の場合，その「区分J
( 2 ) W. Frederick , K. Da vis , J. Post , Business and Socieちん 6th ed. , McGraw-Hill , 1988 , 
pp. 78-80. 
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の基準は，一応，市場と非市場に対する企業の対応を念頭に入れた企業の立場からのものと推
定される。但し，企業の「サパイパルj という観点から考えると，現在では，いずれのステイ
クホルダーが「主」であり「従J なのかの「区別J は極めて「暖昧な」ものとなってくるであ
ろうし，同時に，ステイクホルダーの「数J 及びその「比重j は企業規模の拡大や環境の変貌
とともに増大し変化していくことであろう。
この点，本稿を貫いている「思想」を前提にすると，我々は，別の方法でステイクホルダー
を特定することができるように思われる。それは「モラル主体としての企業」概念に基づいた
「コーポレート・モラル・エージェンシー」という発想であり，ここに「会社自体J という概
念を導入し敷街すると，次のようにステイクホルダーを特定することができる。
「会社自体J 概念では，擬制資本と現実資本が明確に区別されており，そこには，経営者が
その現実資本へアクセスできるという企業構造のもとで「実質的にJ 会社を支配している，と
いう「意味」が込められている。これは，同時に，会社(企業)自体が会社の「真の」所有者
であり，経済行為の主体である，ということを主張するものである。
この発想に従えば，株主は特別なステイクホルダーではなく他のステイクホルダーと「同列
のJ ステイクホルダーとして位置づけられることになるが，それだけではなく，会社(企業)
が経済主体であるということには会社(企業)がモラル主体であるという合意があることを考
えると，経営者は，株主の代理人としてではなく，会社(企業)の代理人として，経営(行動)
していることになる。 principal は会社(企業)自体であり，その agent が経営者なのである。
会社(企業)自体を principal として，そして経営者をその agent として位置づけると，現
代企業をめぐるステイクホルダーとして，主としてーーもちろん，前述の如く，ステイクホル
ダーの「数J は企業規模の拡大や環境の変貌とともに増大していくことであろうが，とりあえ'
(5 ) 
ず，現時点で代表的なものを挙げるとすれば一一以下のようなものが考えられる。
1.株主(社債の保有者の取り扱いをいかにすべきかは議論の余地がある)
2. 従業員
3. 関連・取引企業(単に直接取引をおなっている企業だけでなく，競争相手の企業も含む)
4. 消費者(顧客) (潜在的な顧客として一般大衆も含む)
5. 地域共同体(当該企業が存立し経営活動を展開しているエリア。従って，いわゆる環境
( 3 ) これまでのスティクホルダー研究を総括した論文として， S. Coheh “Who Are The Stskeｭ
holder? What Difference Does It Make?" , Business & Proffessional Ethics Journal, 15-2 , pp. 
3-18.; R. Mitchell & D. Wood,“Toward a Theory of Stakeholder Identification and 
Salience: Defining the Principle of Who and What Really Counts" , Academy 01 Manageｭ
ment Review , 22-4 (1997) , pp.853-886. がある。
( 4 ) これは，片岡信之『現代企業の所有と支配』白桃書房， 1992年，を筆者が解釈したものである。
( 5 ) これは，結果的には， Freeman のモデルと一致しているが，その内容や意味は必ずしも同一の
ものではない。
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問題も考慮されることになる)。
6. そして，経営者(各種の利害の調整者としてのステイクホルダー)。
経営者は，会社(企業)自体の agent として，対外的に当該企業の経営行動に対してモラル
責任を負わされている(モラル主体としての企業の事実上の主体)だけでなく，上記の各種の
ステイクホルダーの利害を調整してその会社を「存続・維持j していかなければならない一一企
業はステイクホルダーの諸利害の調整の場である一一「経営」責任を有している，という「意
味J で， r一種」のステイクホルダーでもある。
経営者が，会社(企業)自体の agent として，対外的に当該企業の経営行動に対してモラル責任
を負わされている立場にあるということと，経営者「自身」がモラル責任をとるということは，別
の問題であり，会社(企業)自体(したがって，経営者)の責任の取り方には様々な形が考えられ
る。
例えば， R. DeGeo事e によれば，会社の行動に対して内的にモラル責任を問う形態として， 5 つ
のモデルが考えられる。
第 1 のモデルは，個々の個人が会社に外部から課せられた責任を完全に引きうける，モデルであ
る。そしてこの修正モデルとして，問題となっている行動に一定の役割を果たした人々によって責
任が引きうけられる，というモデル，が考えられる。たとえば，取締役会で決定され実行に移され
た案件がインモラルな結果を引きおこした場合，たとえ誰かがそれに反対していたとしても，取締
役全員が責任を問われることになろう。
第 2 のモデルは第 1 のモデルに似ている。ただしこのモデルでは，会社の行動に関与している人々
に対してのみ部分的な責任が負わせられることになる。たとえば，前述の例で言えば，賛成した取
締役が責任を関われる，というケースが考えられる。以上のモデルはいずれも会社の責任を個人の
責任へと分割したものである。
第 3 のモデルは，第 1 のモデルと同じような形で関係する個人が個人的責任を関われるとともに，
会社にもその行動に対する責任を完全に貴わせている，モデルである。会社に責任を問うことは，
DeGeorge にあっては，そこに働く人聞のすべてがその責任を問われることでもあり，したがって，
つぎのケースが考えられる。「たとえば，自分は決定にあずからない事柄ながら，それが非道徳的行
為を生み出した場合，ラインの工具は，会社が非道徳的行為をおこなったと判断し，その責任は決
定を下した人びとにあると考える。しかし彼は自問するのだ。自分にはこうした非道徳的行為をお
こなう会社をやめるモラル義務があるのではなかろうか， 't。彼は事柄の決定には参加しなかった
が，その会社にいて，結果的に会社が不道徳を働くのに加担した。それゆえに会社の行為に対する
責任を彼も負うべきなのではなかろうか，と。J
第 4 のモデルは，第 2 のモデルと同じような形で個人に責任を負わせながらも，会社にも完全に
責任がある，と考えるモデルである。
第 5 のモデルは，企業行動に対する責任をそのなかの個人の誰かに個人
に負わせるのではなく，会社そのものに負わせるタイプである。
( 6 ) デジョージ著山田経三訳『経済の倫理』明石書店， 1985年， 62-65ページ参照。
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いうまでもなく，上記以外のモデルも考えられるであろう。しかし， De George によれば， r論
証に耐えられる」ものは 5 つのモテールた・けなので、ある。またさらには， r重要なj 問題が未解決で、あ
る， との疑問が提起されるかもしれない。すなわち，それらのモデルのなかでどのモデルが正しい
のであろうか? 誰が現実に企業行動に対してモラル責任をもつべきなのか? という疑問が予想
される。これに対して， DeGeorge は，すべての状況にあてはまる「モラル責任の 1 つの意味j は
存在しない，と述べている。責任を問われその責任を果たすということは，結局，それぞれの状況
に応じて行動するという責任を意味しているのである。
また，政府(自治体)は単なるステイクホルダーであるというよりも，法的「規制j の主体
としての側面が強いことを考えると，別の「次元の」ステイクホルダーとしてみなすべきであ
る， と思われる。従って，本稿では，政府(自治体)をステイクホルダーであるとはみなして
いない。
かくして，以下の行では，現代企業を巡るステイクホルダーを上記のように限定して，個々
のステイクホルダーが企業自体(その agent としての経営者)に対していかなる権利を有して
いるのか，逆に言えば，企業自体(その agent としての経営者)は個々のステイクホルダーに
対していかなる義務を有しているのか，を整理することになる。
2-2 ステイクホルダーの権利(ステイクホルダーへの義務)
既存の経営学の発想に従えば，例えば， W. Frederick 等の『教科書』を参照すると，現代企
業を取り巻くステイクホルダーは，企業に対して，いくつかのことを望んできた(利害関係が
ある)。上記のステイクホルダーに限定して，各々のステイクホルダーの具体的な要求を例示す
ると，つぎのようになる。
株主;投資に対して満足すべき配当を受け取ること，
株価の適切な評価，
従業員;安定雇用の保障，
公平な賃金，
安全で、快適な作業環境，
関連取引企業;規則的な注文があること，
納入後，迅速に代金が支払われること，
儲かる将来性のある事業分野であること，
マーケットシェアの拡大，
参入「障壁」がないこと，
消費者;等価交換(価格に見合った質と量の商品) , 
( 7) Frederick , Davis , Post，。ρ. cit. , pp. 88-89. 
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安全で信頼できる商品の供給，
地域共同体;環境保全，
地域の振興発展，
地域住民の優先的雇用。
現在のビジネス倫理学の文献のなかで指摘・展開されている各々のステイクホルダーの権利
や義務は，一方で、，上記の「伝統的なJ 利害関係を権利ないしは義務として読み替えたものに
相当するが，他方で，その学問的歴史の「浅さ」を反映して，当初の段階ではそのビジネス倫
理学的な内容には必ずしも「定説J があるわけではなかった。但し現在では，その内容は次第
に整理されてきているょっにも思われる。そのような現状をよく示していると思われるのが，
「コ一円車会議 (Caux Round Table) J によって， 1994年に，提示された企業の行動指針のな
かで明示されている原則であり，その原則の具体化の一環として，各々のステイクホルダーに
(8 ) 
対する責任が以下のように例示されている一一但し，以下の引用では，責任を義務に読み替え
である。
コ一円卓会議は，フレデリック・フィリップ氏(オランダのフィリップ社の元社長)とオリビエ・
ジスカールデスタン氏(ヨーロッパ経営大学院副理事長)が， 1980年代中頃から激化し始めた貿易
摩擦を背景として， 日米欧間の経済社会関係の健全な発展をめざして，日米欧のグローパル企業の
経済人に参加を呼びかけて， 1986年に，発足した。
この会議のモットーは「普遍的価値観の尊重j にあるが，このことは会議の開催場所と無関係で、
はないように思われる。
会議はスイスのジュネーフーから車で一時間半のところに位置する村(コー: Caux) のMRA世界
会議場「マウンテンハウスj で開催されている。 MRA (Moral Re-Armament) は，武器ではなく
道徳的価値観で国際紛争や対立を予防・解決し，世界の平和と発展を志向する， 1938年にイギリス
の London で創設された，国際的なNGOであり， 1946年から，毎年，この地で，世界中の様々な
諸問題が話し合われている。
この行動指針は， r共生」と「人間の尊厳」という倫理理念に基づいて， r国際的な倫理コード」
の確立という観点から，企業行動を評価するために具体的に制定された， r初めての」世界基準
であり，ある意味では， rハイパー基準」ともいえるものである。
株主(オーナー，投資家)に対する義務
・オーナーの投資に対して公正で競争力のある利益還元を保証するために，経営のフ。ロとし
て企業経営に精励する。
・法的及び競争上の制約が許す限り，オーナーや投資家に対して関連情報を公開する。
(8) The Society 0/ Business Ethics Newsletters , May , 1995 , pp. 14-15. 
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-オーナーまたは投資家の資産を保持し保護し増やす。
・オーナーまたは投資家の要請，提案，苦情，そして正式な決議を尊重する。
従業員に対する義務
・仕事と報酬を提供し，働く人々の生活条件の改善に資する。
・一人ひとりの従業員の健康と尊厳を尊重した職場環境を提供する。
・従業員とのコミュニケーションにおいては誠実を旨とし，法的及ぴ競争上の制約が許す限
り情報を公開してそれを共有する。
-従業員の提案やアイディア，要請，不満に耳を傾け，可能な限りそれらに則って行動する 0
.対立が生じた際には誠実に交渉する。
-性別，年齢，人種，宗教などに関する差別的な行為を防止し，平等な待遇と機会を保証す
る。
・適材適所を旨とする。
-従業員を職場において防ぎうる障害や病気から守る。
・適切で、他所でも使用できる技術や知識を，従業員が修得するよう奨励し支援する。
-企業の決定によってしばしば生じる深刻な失業問題に注意を払い，政府並ぴに被雇用者団
体，その他関連機関並ぴに他の企業と協力して混乱を避ける。
諸費者(顧客)に対する義務
-顧客の要請に合致する高品質の商品並ぴにサービスを提供する。
・ビジネス上の商取引のあらゆる場面において顧客を公正に遇する。それには，高水準のサ
ービス並ぴに顧客の不満に対する補償措置が合られる。
・私たちの商品及ぴサービスを通じて，顧客の健康と安全並ぴに環境の質が維持され向上さ
れるように，あらゆる努力をする。
-人間に対する尊厳の精神をもって商品を提供しマーケティング及ぴ広告を展開する 0
.顧客の文化を尊重しそのままの状態に保つ。
取引・関連企業に対する義務
-価格の設定，ライセンシング(知的所有権の実施許諾)，販売権を含むすべての企業活動に
おいて公正と正直とを旨とする。
・企業活動が圧力や不必要な裁判ざたによって妨げられることのないようにする。
-仕入先と長期にわたる安定的な関係を築き，見返りとして相応の価値と品質，競争力及ぴ
信頼性の維持を求める。
・仕入先と情報を共有し，計画段階から参画させる。
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-仕入先に対する支払いは，所定の期日にあらかじめ同意した取引条件で行う。
-人間の尊厳を重んじた雇用政策を実践している仕入先や協力会社(下請け)を開拓し奨励
し選択する。
・貿易と投資に対する市場の開放を促進する。
・社会的にも環境保全の面においても有益な競争を促進するとともに，競争者同士間に相互
信頼の関係を築く。
-競争を有利にするための疑わしい金銭の支払いや便宜を求めたり，関与しない0
・有形財産に関する権利及ぴ知的所有権を尊重する。
-産業スパイのような不公正あるいは非倫理的手段で取引情報を入手することを拒否する。
地域共同体に対する義務
-人権並ぴに民主的活動を行う団体を尊重し，可能な支援を行う。
・政府が社会全体に対して当然負っている義務を認識し，企業と社会各層との調和のある関
係を通して人間形成を推進しようとする公的な政策や活動を支援する。
-健康，教育，職場の安全，並ぴに経済的福利の水準の向上に努力する地域社会の諸団体と
協力する。
・持続可能な開発を促進，奨励し，自然環境の保護と地球資源の保持に主導的役割を果たす0
・地域社会の平和，安全，多様性及び社会的融和を支援する。
-地域の文化を尊重し，そのままの状態に保つ。
-慈善寄付，教育及ぴ文化に対する貢献，並ぴに従業員による地域活動や市民活動への参加
を通して「良き企業市民」となる。
以上みてきたように，現代企業をめぐっては各種のステイクホルダーが様々な利害関係を有
し，自己の権利を主張している。但しそれらはあくまでも(そのような権利もあり得るしまた
正当化されることもある，という意味での) í可能性j としての権利(そして義務)であり，当
然，コー (Caux) 円卓会議で提示された責任(義務)には異論がでてくることであろう。
そのような問題は，上記の「基準J が主要国の多国籍企業の経営者を中心として制定された
という経緯から派生する問題にとどまるものではない。例えば，それらのステイクホルダーは，
すでに検討したように，企業自体という立場から見ると，同列であるが，そのような権利(義
務)は，その実態としては，当該企業が置かれている環境・諸条件に応じて， í重み」が異なる
ものとなっている， ということに関連して生じてくる問題があろう。
株主に対する義務(逆に言えば，株主の権利)は，経営者を誰の agent とみなすかによって，大
きくその内容を異にするかもしれない。上記の「コ一円卓会議」がどの立場に立っているのかは明
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確ではないが， N. Bowie は，経営者を株主の agent とみなす立場からの見解として，株主に対す
(9 ) 
る義務を，従順で、ある義務，信頼に応える義務，忠誠である義務，を挙げている。
このことは次のような疑問につながってくる。現実の個々の企業は各種のステイクホルダー
聞の「それなりに根拠がある J バランスのうえに立って存在しているのであり，ある企業がト
ラブルに巻き込まれることなく責任を問われず長期的に「存続」しているならば，その存在(企
業の在り方)はモラル的に見ても「健全」なのであり， ["正義」が実現されている社会なのであ
る，換言すれば，たとえ，ある企業が，他の社会から見れば， bad であり unfair な行動をして
いても，当該社会で「問題視」されずその企業が責任を問われないならば，その ["bad であり
unfair な行動」がその社会ではモラル的に適った行動として観念されている，と対外的には理
解されることになる， と考えて良いのか， と。
この点，我々は，まさにそのような「事実j が「現実のJ 社会規範を反映したものである，
と判断するものである。とすれば，現実に行われている「ウェイト付けJ の相違一一(複数の
ステイクホルダーの権利が対立した場合，いずれを優先するのかという問題に代表される)あ
る権利が正当化されることもあればされないこともあり，その正当化の根拠も異なっているこ
とーーを実証的に調査し，当該社会の現実(["合意J) を反映した(各種のステイクホルダーの)
権利(義務)を具体的に抽出し明示し，その適用の拡大の途を探っていくことが今後の課題と
なろう。
したがって，その意味で，上記の例は，今後，各々のステイクホルダーの権利や義務に具体
的な内容を付与していく為の「たたき台J としての「役割」を果たすものであり，同時に，企
業活動の「社会的」評価の為の基礎資料として位置づけられるものである，と考えられる。
3 企業活動の評価基準の確立に向けて
前節において， ["我々は，まさにその「事実j が「現実の」社会規範を反映したものである，
と判断するものであり，そのような「ウェイト付け」の相違一一ある権利が正当化されること
もあればされないこともあり，その正当化の根拠も異なっていること一ーを実証的に調査し，
当該社会の現実(["合意J) を反映した(各種のステイクホルダーの)権利(義務)を具体的に
抽出し明示し，その適用の拡大の途を探っていくことが今後の課題となろう J，と書いた。実は
このような課題の解決の結果として生まれてくるのが「企業活動を評価する基準」なのである。
但しそれには相当数の資料の蓄積があることが前提となるであろうし年数が必要であり，また
個人の能力を超えた作業となろう。
しかしながら，現在， もうすでに静観するような時間的猶予が残っていないことを考えると，
(9) N. Bowie & R. Duska , Business Ethics , 2nd ed. , Prentice-Hall , 1990 , pp./69-71. 
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そのような作業の「第一歩」としてとりあえずなすべきことがあると思われる。(今後の仕事の
為の準備作業の意味を含めた)いままでの評価方法の総括はその 1 つである。総括の仕方は
色々あり得るであろうが，ここでは，まず第 1 に，これまでに構想されてきた(自主規制の一
環としての) rモラル監査J の実態の総括しておくことにしたい。
自主規制とは，倫理やモラル上の関心事を企業のなかに制度化することを目指した，原理的には，
倫理コード，倫理委員会，マネジメント・トレーニング・プログラム，モラル監査，から構成され
(10) 
る， 1 つのシステムのことである。
モラル監査は社会監査の流れを汲むものではあるが，同時にそれらは明確に異なる「概念J
でもある。この点， DeGeorge の言葉を借りれば， r我々は企業に社会監査を，少なくとも慈善
と社会福祉を含む社会監査を課すべきではない。むしろモラル監査を課すべきなのである J ，と
明言している。彼によれば，一部の人々が企業に引き受けてもらいたいと思っている社会的義
務のなかには，貧者の救済や都市中心部の再開発，麻薬売買との対決，慈善の付与，大学への
寄付，文化フ。ログラムへの資金援助，などが含まれているが，これらは企業のモラル責任と直
接に関係がないものである。それらは広い意味での社会監査のなかに含まれるかもしれないが，
モラル監査には，モラル原則から導きだされたまたモラル義務として列挙されうる社会監査部
分のみが含まれるべきなのである。
上述の DeGeorge の言葉を別の表現で言えば，倫理コードとの関連の有無によって社会監
査と倫理監査の違いが生じる， ということになる。ビジネス倫理学の文脈から言えば，監査と
倫理コードの関連，正確に言えば，監査が倫理コードとどのように結びつけられているか，が
決定的なことなのである。この点を重要視すれば，これまで実施されてきた社会監査技法(ア
プローチ)には倫理コードとの関連が意識されていない(コードとの結びつきがみられない) , 
と結論せざるをえないのであり，あらためてつぎのことが言えるであろう。社会監査それ自身
はモラル監査としての意味をもちえないのであり，前者はそのままでは後者の代わりとなりえ
ない， と。
倫理コードとの関連が見出される監査が「本来の意味での」モラル監査あるいはモラル監査
としての社会監査なのであり，それ以外の社会監査はモラル監査で、はない。このことは，その
ような「本来の」監査の確立によって企業において倫理が内部制度化される途が聞かれること
になる， ということを意味している。この意味で，この相違はきわめて重要な意味をもつもの
であるが，と同時に一一後で述べるように一一ここに，企業活動の評価方法としてのモラル監
(10) 宮坂純一『現代企業のモラル行動J 千倉書房， 1995年， 160-164ページ参照。
(11) R. DeGeorge , Business Ethics , 3rd ed. , Macmillian , 1990 , p. 206. 
(12) DeGeorge , ~ρ. cit. , pp. 205-206. 
(13) 宮坂純一，前掲書， 187-189ページ参照。
- 51-
宮坂純一
査の限界もある。
北米を中心として公刊された各種の文献から判断すると，近年の事例は，少なからざる企業
において，企業内にモラル監査委員会が設置され，それなりにモラル監査が行われていること
を示している。もちろん，企業によって倫理コードとの結ぴっきは様々であり， í本来の意味の」
モラル監査が必ずしもおこなわれてるわけではないが，倫理コードとモラル監査の結び、つきが
次第にアメリカ企業において強まってきたという「傾向J は否定できないように思われる。
しかし問題は別の点にある。それは，倫理コードの内容である。アメリカ企業の倫理コード
の分析を行った M. Matthews の結論は，我々に，次のことを示してくれたのであった。
(1)アメリカ企業が(コードのなかで)倫理的な関心を現実に示している事柄は，主として，
その企業が直接的に不利益をこうむること(特に，利害の対立)であり，企業を代表する
行為のなかの賄賂のような特殊な違法行為であること，
(2)製品の安全や品質，環境問題そして消費者や大衆に直接に関連する事柄には，倫理的な関
心が十分高まっていないこと，
がそれである。
これは， DeGeorge の表現を借りれば，アメリカ企業は未だに「ビジネスにおける倫理J (個
人レベルのモラル，ヨリ明確に言えば，ホワイトカラーの犯罪の防止)にしか関心を示してい
ないことを「証明」するものであり，モラル・エージェントとしての企業のモラルステイタス
がいまだ低いことを示している。このような状態のなかでモラル監査が実施されたとしても，
その内容は極めて不十分なものとなるであろう。
そしてモラル監査には，更に，ヨリ本質的な問題が内在している。それは。モラル監査が倫
理コードと結ぴついたものであり，その監査が「自主規制J である，という「事実J，から生じ
る問題である。「自主J 規制を期待できるのか? と。この点，これまでの歴史を考えるならば，
企業がモラル監査を自発的に実施ししかもその結果を自ら公開することは，期待できない事柄
である。とすれば，モラル監査は「絵に描いた餅j に終わってしまうのではないか…
もちろん，そのような「限界」を認識して，モラル監査の意義を活かす方向を模索すること
は重要で、あり，現実にも様々な提案が行われているが，同時に，上記のようなモラル監査の「限
界」を考えると，現実的には，別の「途J を検討することがヨリ有意義であるようにも思われ
る。我々が本書で「オルタナティブな」途と呼んで、きたものがそれであり，例えば，アメリカ
の「経済優先を考える会J (Council of E氾onomic Priorities: CEP) の企業考課方式は，この
点で，示唆的である。
今日ではよく知られているように， CE P は，企業自身による社会業績の自己監査及ぴその
(14) 同上書， 192-194ページ参照。
(15) 同上書， 183ページ参照。
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開示に反対して， 1969年に，投資アナリスト A. Tepper によって創設された非営利組織であ
る。 CEPの関心領域は当初から環境汚染問題にありその傾向はその後も変化していないが，
同時にその関心領域は徐々に拡大してきており，今日では， Shoρρing for Better W orld の刊行
を通して，独自の企業評価を公表している。 CEPが提示している評価項目は必ずしも「固定
化J されたものではなく，当該時期の社会情勢を反映したものとなっている。例えば， Sh~ρρzng 
for Better W orld (1994年度)によれば，その基本的な評価項目は，
1) 環境，
2) 慈善活動への寄付，
3)地域社会への奉仕，
4)女性への対応，
5)少数民族への対応，
6) 家族のベネフィット，
7)職場の諸問題，
8)情報の開示，
の 8 項目である。そして，その他(Extras) として，いくつかの項目(例えば，動物実験テス
ト)が取り上げられているし，また個々の項目はより細分化されており，その評価は多岐に渡
っているが， 1992年度まで行われていた「南アフリカ問題への取り組み」は姿を消している。
これらの評価項目は， CEP本来の目的が投資家向けの投資基準の提示にあり，社会状況の
(18) 
変化に伴って「社会基準を投資基準として用いる」ょうになってきた，という歴史的経緯を考
えると，当然のことだが，ビジネス倫理学に直接関係するものではなしその意味で，ビジネ
ス倫理学の発想に立つ評価項目としては不十分で、あり不適切で、ある。しかしながら，そこには，
「本来の」モラル監査に欠けていた「長所J が見られるのであり， しかるべき「是正」措置を
講じるならば，ビジネス倫理学的企業評価として有益なものになり得ると思われる。
我々がその意味で注目するのは，第 1 に， CEP式企業評価では，それぞれの評価項目につ
いて， ω著しくよい実績， (鴎平均より上の実績， (C)中間的な実績， (助平均より下の実績， (E) ま
ずしい実績，の 5 段階評価が採られていることである。これは，いわゆる倫理テストが実施し
(19) 
ている二者択一的な (YES OR NO) 方式と伺ーの評価方式である。評価の仕方がシンプルで
あることは分かり易く使いやすいということであり，その応用領域が広い，という点で，この
(16) 森本三男「企業社会業績の測定・評価J W青山国際政経論集.1 13, 1990年， 178-179ページ。森
本氏の一連の論文は， W企業社会責任の経営学的研究J 白桃書房， 1994年に収録されている。
(17) The Council of Economic Priorities , Sh刀tppingfor BetterWorld, 1994. , pp. 7-29. 
(18) 森本三男，前掲稿， 178ページ。
(19) これに関しては， S. Carmichal & J. Drummond , Good Business: A Guide to Coゆorate
Rゅonsibili.ちI and Business Ethics, Busine:部 Books ， 1989 ， p.81.を参照。
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方式の長所と言えるであろう。
第 2 に注目すべきこととして， CEP式企業評価が外部からの評価である，ということが挙
げられる。
第 3 として，上記の点と関連してくるが，評価の為に収集された資料の「多様性j を挙げる
ことができる。回収されたアンケート用紙や会社の役員へのインタビューの結果だけでなく，
(労働組合をはじめとする)専門組織(機関)が公表している資料，各種の統計資料，政府(自
治体)の資料， 100名前後の専門家の意見，が「勘案」されて評価が行われた，と本文中に明記
されている。
これらの点で，この方式はモラル監査と大きく異なるものであり，同時にその「信用(頼)性」
を高めることに貢献しているように思われる。
我が国の評価方法の事例として注目すべきものとしては， r朝日新聞文化財団J が実施している企
(20) 
業の社会貢献度評価がある。
これはCEP を強く意識して発足したものであり，
1)社員に優しい，
2)社会貢献，
3) ファミリ一重視，
4)女性が働きやすい，
5) 障害者雇用，
6)雇用の国際化，
7) 消費者志向，
8)地域との共生，
9)環境保護，
10) 情報公開，
が評価項目となっている。
(21) 
但しこの評価は，企業との信頼関係をもとに，アンケート方式で実施されているものであり，こ
の点で， CEP方式と大きく相違している。
現代企業は，すでに述べたように， r私的なものJ と「公的(社会的)なもの」の矛盾的統一
体として存在している。しかし，その「本質J は「私的なものJ にある。したがって，そのよ
うな存在を， r社会的なもの」として，言い換えれば， r組織J として， r存続」させるためには，
なんらかのデバイス (device) が必要になってくる。そのデバイスが有効に「機能J しなければ，
企業はその「本性J に従って「利潤追求J の「装置J にとどまり続けることであろう。
(20) r有力企業の社会貢献度 1998J P H P研究所， 1998年。
(21) 同上書の「読者へのメッセージ」参照。
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企業評価方式の確立はそのようなデバイスの 1 っと思われる。この点，確かに，これまでに
かなりの数の企業評価の方法が提起され，事実その方式に従って評価が実施されてきた。だが
我々が本書で提唱しているのはそれらの方法とは「視点」を異にするものである。
いままで述べてきたことを踏まえてヨリ具体的に言えば，現代企業をめぐるステイクホルダ
ーごとに，前節で紹介・提示したような義務(権利)を「評価」に耐えられるような項目とし
てヨリ具体的に「編成」し直し，それらを， CEP企業評価に代表される評価方式のなかに，
組み込むことによって，ビジネス倫理学的な立場から，現代企業の活動を評価する，方式，を
構築すること。これが具体的な提案である。このような企業評価方式は不可能なのであろうか。
例えば，消費者への義務に関しての評価項目として，
1) 適正な価格を設定しているか，
2) アフターケアは十分か，
3) P L法を遵守しているか，
4) 誇大広告をしていないか，
5) 人間としての尊厳を踏みにじるような宣伝活動を展開していないか，
6)会社内に苦情処理部門があるか，
等々，が考えられる。
この点，中村瑞穂、氏は，企業倫理に関連する主要な課題事項を，一般に指摘されてきている個別
的諸項目であろう， との注釈をつけて，利害関係者の概念に対応する関係領域ごとに，また各領域
(2) 
においてもとめられる代表的な価値理念をも添えて，次のように(図表 2 )提示されている。この
試みは，今後のモデル化の重要な資料となると思われる。
そして，この場合，誰が評価するのか， ということが更に大きな問題として残ることになる
が，これに関しては， CEPの設立の趣旨に倣い，評価主体は，産業界と利害関係のない組織
が当たるべきであり，本来ならば，関連学会(例えば，経営倫理学会)の基本的な「仕事」と
なるべきものであろう。
これが筆者が現地点で構想している「途」である。これは，倫理テストはモラル監査のもう
一つの事例である， との評価があるように，モラル監査として位置づけることも可能で、ある。
というよりは「新しい」モラル監査といえるものであり，決してビジネス倫理学的発想から外
れたものではない。そして，更にいえば，この「構想J は，既存の「経済的」視点からの評価
方式は言うに及ばず， CEP企業評価と比べても(環境問題への企業の取り組みの評価や投資
家向けの評価基準の提示にとどまるものではない，という意味で)一ーもちろん，解決すべき
(2) 中村瑞穂「企業倫理と日本企業J r明大商学論叢J 第80巻第3 ・ 4号， 1998年， 177-178ページ。
(23) E. Vallance , Business Ethics at W ork , Cambridge , 1996 , p. 163. 
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図表 2 企業倫理の課題事項と関係領域
関係領域 価値理念 課題事項
カルテル，入札談合，取引先制限，市場分割，差別対格，差別取扱，
①競争関係 公正 不当廉売，知的財産権，侵害，企業秘密侵害，贈収賄，不正割戻，な
ど。
②消費者関係 誠実 有害商品，欠陥商品，虚偽・誇大広告，悪徳商法など。
③投資家関係 公平 内部者取引，利益供与，損失保証，損失補填，作為的市場形成，相場操縦，粉飾決算，など。
労働災害，職業病，メンタルヘルス障害，過労死，雇用差別(国籍・
④従業員関係 尊厳 人種・性別・障害者・特定疾病患者)，プライパシー侵害，セクシャル・
ノ、ラスメント，など。
⑤地域社会関係 企業市民 産業災害(火災・爆発・有害物質漏洩)，産業(排気・排水・騒音・電波・温熱)公害，産業廃棄物不法処理，不当工場閉鎖，計画倒産など。
⑥政府関係 厳正 脱税，贈収賄，不正政治献金，報告義務違反，虚偽報告，検査妨害，捜査妨害，など。
租税回避，ソーシャル・ダンピング，不正資金洗浄，多国籍企業の問
⑦国際関係 協調 題行動(贈収賄，劣悪労働条件，公害防止設備不備，利益送還，政治
介入，文化破壊)，など。
⑧地球関係 共生 環境汚染，自然破壊，など。
問題は数多く残されているが一一「総合的にJ 現代企業の在り方を評価できるという点で，今
までにない「大きな」可能性を秘めている，と思われるのであるが……。
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